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介護保険サービスの利用とその地域性 
― 在宅介護の 3 本柱を中心に ― 
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＜要   約＞ 
 平成26年 6 月に医療・介護制度を一体で改革するために「地域における医療・介護総合
確保推進法」が成立したことに伴い，平成27年度に介護保険制度は改正を控えている。そ
の改正の中で，大きな改革の 1 つが，介護予防給付の訪問介護と通所介護の地域支援事業
への移行である。これは，地域の実情に応じた効率的な介護予防サービスの提供を実現する
ことによって，介護保険給付費を抑制することが目指されている。本稿では，この移行がお
こなわれる訪問介護と通所介護，さらに短期入所生活介護を含めた「在宅介護の三本柱」に
焦点をあて，介護保険制度における利用傾向について分析をおこなった。 
 その結果，訪問介護，通所介護，短期入所生活介護の在宅介護の三本柱のサービス利用に
は，西日本と東日本で地域性がみられることがわかった。具体的には，西日本の場合，訪問
介護のサービス利用の割合が高く，東日本の場合は，通所介護や短期入所生活介護などの
サービス利用の割合が高いという結果となった。 
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1．はじめに 
 現在，介護保険制度は大きな転換期を迎えてい
る。平成26年 6 月に医療・介護制度を一体で改
革するために「地域における医療・介護総合確保
推進法」が成立したことに伴い，平成27年度に
は介護保険制度の改正がおこなわれることになっ
ている。その改正の 1 つに，要支援 1 ，要支援 2 
に給付されていた介護予防給付の訪問介護と通所
介護を地域支援事業へ移行することが挙げられる。
地域支援事業とは，地域における包括的・継続的
なマネジメント機能を強化する観点から，市町村
が実施する事業であり，平成18年度の改正から
実施されている事業である。訪問介護と通所介護
については，介護予防給付の中でも比較的に受給
割合が高いサービスであり，「平成25年介護給付
費実態調査」（1）から居宅サービス種類別受給者
数の割合を要介護度別にみると，要支援 1 の場
合，訪問介護が42.6％，通所介護が44.0％，要支
援  2 の場合，訪問介護が42.4％，通所介護が
44.5％と要介護者（要支援者）の半分弱がサービ
スを受給していることがわかる。 
 このように多くの利用者を抱える訪問介護と通
所介護であるが，介護予防給付から地域支援事業
に移行させることについて，厚生労働省は「サー
ビスの種類・内容・人員基準・運営基準・単価等
が全国一律となっている予防給付のうち，訪問介
護・通所介護について，市町村が地域の実情に応
じ，住民主体の取組を含めた多様な主体による柔
軟な取組により，効果的かつ効率的にサービスを
提供できるよう，地域支援事業の形式に見直す」（2）
と説明している。つまり，介護保険制度による全
国での統一のサービス提供である「給付」から市
町村などの地域の実情に応じた効率的なサービス
提供を可能とする「事業」へ移行するということ
である。そして，この移行により，効率的な介護
予防サービスの提供を実現することによって，今
後，ますます増加すると予測されている介護保険
給付費を抑制することが目指されている。そのた
め，多くの利用者を占める介護予防給付の訪問介
護と通所介護の地域支援事業への移行については，
改正の大きな位置を占めるものであると言える。 
 このように受給者の多い訪問介護と通所介護で
あるが，さらに短期入所生活介護を含めて高齢者
の在宅生活を支える「在宅介護の三本柱」と言わ
れており，高齢者の在宅生活の基盤となる介護保
険サービスである。その歴史を遡ると，1950年
代に訪問介護となるホームヘルプ事業が始まり，
1970年代に短期入所生活介護となる老人短期入
所事業（ショートステイ事業）や通所介護となる
老人デイサービス事業が法制化され，1980年代
後半にホームヘルプサービス事業，デイサービス
事業，ショートステイ事業が「在宅介護の三本
柱」（以降，居宅 3 サービスと換言する）として
位置付けられた。そして，これらのサービスを中
心に在宅福祉サービスの充実が図られたという経
緯がある。このように高齢者の在宅生活を支える
基盤となってきた訪問介護，通所介護，短期入所
生活介護の居宅 3 サービスが，介護保険制度施
行後，10年間以上経過したことで，どの様に利
用されるようになったのかということについて分
析することが本稿の目的である。また，その居宅 
3 サービスの利用についても，サービス量の絶対
値が多い都市部とサービス量の絶対値が少ない農
村部では利用傾向が異なるのではないかと考え，
都道府県で利用率に地域性がみられるのではない
かと仮説をたてた。以上のことについて，データ
を用いて分析をおこなう。 
 
２．研究の視点および方法 
（１）先行研究について 
 介護保険制度におけるサービス利用に関する先
行研究をみると，定率の自己負担がサービス利用
に対して，どの様な影響を及ぼすのかという研究
が多くみられる。杉澤ら（2002）は，居宅サー
ビスの過少利用の要因について調べ，同居家族が
いることや低所得である場合に過少利用となる割
合が高いことを指摘している。梶（2003）は，
訪問の介護利用に焦点を当て，利用者が実際に必
要としているサービス量と実際に利用されている
サービス量について分析し，経済的負担能力が低
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い場合に訪問介護の充足率が低くなることを指摘
している。和気ら（2007）は，介護保険施行後
の高齢者の介護保険サービスに関する認知と利用
意向の実態と要因について分析し，施設サービス
よりも居宅サービスの利用意向が高く，サービス
の認知に関して，その利用を阻む要因として経済
的格差や社会的地位が低いことを指摘している。
このように，介護保険サービスにおける利用に関
する先行研究をみていくと，介護保険サービスの
支給限度額に対して，どの程度サービスを利用し
ているか利用率を求め，その利用を妨げている要
因を分析しているものがみられる。そして，多く
の研究で共通してみられる要因は低所得であると
いうことであった。 
 その一方で，介護保険制度のサービス利用には
格差がみられることを指摘している研究もみられ
る。加治屋ら（2004）は，都道府県の統計デー
タを用いて，居宅サービスや施設サービスを受給
する要因について分析し，サービス利用に地域格
差がみられることを指摘し，大都市部で非利用者
率が高く，さらに，東北地方では居宅サービスの
受給率が高く，北陸地方では施設サービス受給率
が高いという地域性がみられることを指摘してい
る。そして，その要因について，サービス体制の
水準が影響していると述べている。本稿では，こ
のように指摘されている介護保険サービス利用の
地域性に着目し，要介護認定者に対してどの程度
の人がサービスを利用しているのかを「居宅サー
ビス種類別利用率」として算出して分析をおこ
なった。 
 
（２）研究方法 
 研究の方法であるが，まず，データについてで
ある。データは都道府県のものを用い， 2010年 
9 月のデータを使用している。その理由として， 
1 つ目に同時期に国勢調査がおこなわれているこ
と。 2 つ目に東日本大震災の影響を受けていな
いことが挙げられる。 1 つ目の国勢調査につい
ては，今後，他のデータとの関連性の分析をおこ
なうことを考慮した。利用率については，介護保
険サービスの要介護度別支給限度基準額に対して，
サービス受給者がどの程度使用しているのかとい
う割合が一般的であるが，本稿では「平成22年
度介護保険事業状況報告（月報）」から，2010年 
9 月の要介護度ごとの要介護認定者数，さらに
「平成22年度介護サービス施設・事業所調査」
（10月 1 日実施）から居宅 3 サービスの要介護度
別の利用者数を求めて，要介護認定者に対して，
どの程度の人がサービスを利用しているのかとい
う割合を「居宅サービス利用率」（以下利用率と
略す）として都道府県別に算出した。 
 次に，具体的な分析の方法であるが，最初に利
用率の平均値を求めて，居宅 3 サービスの利用
傾向について分析した。さらに，利用率は要介護
度別にも求められることから，要介護度ごとで，
どの様な傾向がみられるのか分析をおこなった。
そして，研究の目的でもあった居宅 3 サービス
の利用率の地域性をみるため，都道府県を便宜上，
西日本と東日本に分けて地域による偏りがみられ
るか比較した。都道府県の西日本と東日本の定義
については，公式的なものがないため，京都，滋
賀，奈良より西側の23都道府県を西日本，都道
府県福井，岐阜，三重より東側の24都道府県を
東日本とする。そして，都道府県別の利用率を高
低の順位で並べかえ，西日本と東日本の都道府県
数を上位23都道府県と下位24都道府県数を比較
し，その地域性についてみていくことにした。 
 
３．研究結果  
（１）居宅３サービスの利用率の平均値 
 居宅 3 サービス利用率を都道府県ごとに求め，
その平均値の結果を示したものが表 1 である。
表 1 の結果をみると，「訪問介護」19.7％，「通所
介護」であり，26.7％，「短期入所生活介護」
7.0％となった。最も利用率が高いサービスは
「通所介護」であり，26.7％の人が利用している。
次に続くの「訪問介護」19.7％となり，最後に
「短期入所生活介護」7.0％という結果となった。
訪問介護と通所介護は利用率が高い結果となり，
短期入所生活介護は一桁の数値となった。 
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 次に，要介護度別に利用率の平均値をみていく。
その結果を示したのが表 2 である。その結果を
居宅 3 サービスの種類ごとにみていくことにす
る。 
a）訪問介護 
 訪問介護は，比較的に軽度の段階での利用率が
高い結果となった。その中で，最も高い数値を示
したのが要支援 2 で24.7％，最も低い数値を示し
たのが要介護 5 で13.3％となった。訪問介護の利
用の傾向として，要介護  3 で16.6％となり，約 
5 ％も利用率が大きく下がっていることがわかる。
さらに重度である要介護 4 なると13.8％となり，
ここでも約 3 ％と大きく利用率が下がっている。
しかし，要介護 5 では13.3％となり，大きく下が
る傾向はみられなかった。 
b）通所介護 
 通所介護は，比較的に軽度の段階での利用率が
高い結果となった。その中で，最も高い数値を示
したのが要介護 1 で36.6％，最も低い数値を示し
たのが要介護 5 で10.6％となった。通所介護の傾
向として，訪問介護と類似の傾向を示しており，
要介護 3 で27.2％となり，約 7 ％も利用率が大幅
に下がっていることがわかる。さらに，要介護 4 
で17.9％，要介護 5 で10.6％となり，要介護度が
重度の段階になるにつれて，利用率が下がる傾向
がみられる。 
c）短期入所生活介護 
 短期入所生活介護は，重度の段階になると利用
率が高くなる結果となった。その中でも，最も高
い数値を示したのが要介護 3 で12.5％，最も低い
数値を示したのが要支援 1 で0.5％となった。短
期入所生活介護の傾向として，重度になるに連れ
て利用率が高くなる傾向がみられ，要支援 1 や
要支援 2 などの軽度の段階では， 0 ％～ 1 ％台
と全く利用率がみられない結果となった。軽度の
段階では利用率が，全くみられないのに対して，
要介護 3 で12.5％，要介護 4 で11.7％となり利用
率が10％台と二桁の数値となった。しかし，最
重度の要介護 5 となると8.9％となり，利用率が
下がっていることがわかる。 
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（２）居宅３サービスの利用率の地域性 
 居宅 3 サービスの利用率の地域性をみるため，
都道府県を便宜上，西日本と東日本に分けて地域
による偏りがみられるか要介護度別の利用率を比
較した。その結果が表 3 ，表 4 ，表 5 である。
表 3 が都道府県別の利用率割合の結果であり，
表 4 がその利用率を高低で並べ替えた順位，表 5 
がその順位を上位23都道府県，下位24都道府県
に分けた場合の西日本と東日本の都道府県数をカ
ウントした一覧である。この結果をもとに居宅 3 
サービスの地域性についてみていく。 
a）訪問介護 
 表 4 の上位の都道府県をみると（網掛けが西
日本の都道府県，無色が東日本の都道府県とな
る），訪問介護の場合，上位に西日本の都道府県
が多く，下位に東日本の都道府県が多いことがわ
かる。その結果を表 5 において，具体的な数値
としてみると，利用率全体では，上位に西日本の
都道府県が13，東日本の都道府県が10という結
果となり，それほど大きな差はみられず，西日本
の都道府県が若干多い程度である。しかし，要支
援 1 から要介護 2 までの軽度の段階の要介護度
をみると，圧倒的に西日本の都道府県が多いこと
がわかる。そして，要介護 3 で差がほとんどな
くなり，要介護 4 ，要介護 5 の重度の段階で東
日本の都道府県が多くなっていることがわかる。 
b）通所介護 
 表 4 の上位の都道府県をみると，通所介護の
場合，上位に東日本の都道府県が多く，下位に西
日本の都道府県が多いことがわかる。その結果を
表 5 において，具体的な数値としてみると，利
用率全体をみても，上位に西日本の都道府県が 
6 ，東日本の都道府県が17という結果となり，圧
倒的に東日本の都道府県が多い結果となった。し
かし，要介護別にみると要支援 1 のみ西日本の
都道府県が多くなっており，それ以外の要介護度
においては，圧倒的に東日本の都道府県が多いと
いう結果となった。 
c）短期入所生活介護 
 表 4 の上位の都道府県をみると，短期入所生
活介護の場合，通所介護と同様で，上位に東日本
の都道府県が多く，下位に西日本の都道府県が多
いことがわかる。その結果を表 5 において，具
体的な数値としてみると，利用率全体をみても，
上位に西日本の都道府県が 3 ，東日本の都道府
県が20という結果となり，圧倒的に東日本の都
道府県が多い結果となった。さらに，要介護別に
みても圧倒的に東日本の都道府県が多く，西日本
の都道府県が少ないという結果となった。 
 
 
４．考察 
（１）居宅３サービスの利用傾向 
 以上結果をもとに考察をおこなう。まず，要介
護度別に利用率の平均値の結果から，利用傾向に
ついて考察する。訪問介護の場合，軽度の要介護
度で利用率が高く，要支援 2 で最も高い利用率
を示した。これは，訪問介護の中でも身体介護で
はなく，調理，洗濯，掃除等の生活援助を利用し
ている割合が高いためだと考えられる。なぜなら，
要介護度が上がれば，それだけ身体介護も必要と
なり，本来であれば，要介護度が上がれば利用率
も上がると考察できるからである。そして，要介
護 3 で大きく利用率が下がるという結果につい
ては，要介護 3 以上になると施設サービスを利
用することが可能となり，居宅サービスを利用し
なくなることから利用率が下がると考えられる。
また，要介護 4 ，要介護 5 と重度になると，さ
らに利用率が下がる結果となったが，これも施設
サービスの利用による影響であると考察できる。 
 次に，通所介護の場合である。やはり軽度の段
階で利用率が高く，要介護 1 で最も高い利用率
を示した。要介護 1 や要介護 2 で30％以上と利
用率が高くなっているが，これは，日常生活支援
や生活機能訓練など要介護度に応じて，必要性が
高まっているためだと考えられる。そして，要介
護 3 で利用率が大きく下がるのは，訪問介護と
同様に，施設サービスの利用が可能となるためだ
と推測できる。さらに，要介護 4 ，要介護 5 と
重度になるに連れて利用率が大きく下がるのは，
通所することが困難になるためだと考察できる。 
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表３ 都道府県別居宅３サービス利用率 
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表３ 都道府県別居宅３サービス利用率（続き） 
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表４ 都道府県別居宅３サービス利用率順位 
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 最後に，短期入所生活の場合である。最も高い
数値を示したのが要介護 3 で最も低い数値を示
したのが要支援 1 であった。要支援 1 と要支援 2 
は，ほとんど利用率がなく，これは，その必要性
がないためだと考察できる。さらに，要介護  3 
で最も高い利用率を示し，その後，要介護 4 ，
要介護 5 と重度になると利用率を下げていく結
果となったが，これも施設サービスの利用による
影響を受けているためだと考察できる。このよう
に，要介護度別に利用率の平均値から利用傾向を
みると，居宅 3 サービスについては理に適った
サービス利用になっていることがわかる。 
 
（２）居宅３サービスの利用率の地域性 
 次に，居宅 3 サービスの利用率の地域性につ
いてみていく。訪問介護の場合，西日本の都道府
県の利用率が高く，通所介護や短期入所生活介護
の場合，東日本の都道府県の利用率が高いという
地域性がみられた。特に，訪問介護と通所介護に
ついて介護予防給付から地域支援事業に移行した
要支援 1 と要支援 2 については，その地域性が
顕著にみられることになる。では，このような地
域性は何故みられるのだろうかということになる。
訪問介護と通所介護・短期入所生活介護の 2 つ
に分けた場合，この 2 つのサービスの相違は，
サービス提供の場の相違と考えられ，訪問介護は
利用者の家でサービス提供がなされるのに対して，
通所介護・短期入所生活介護は施設・機関などで
サービス提供がなされる。このように考えれば，
施設・機関があることがサービス提供のための条
件となる。もう一つの相違として考えられるのは，
訪問介護の場合，家の中に入るサービスであるの
に対して，通所介護・短期入所生活介護の場合，
家の外に出るサービスであるということである。
このように考えると，同居する家族がいるかどう
かが重要となる。たとえば，高齢者単身世帯の場
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合，同居している家族がいないため，調理，洗濯，
掃除等の訪問介護における生活援助など，本来，
家族で補うものが補えないために利用していると
考えられる。逆に，配偶者や子供など同居してい
る家族がいる世帯の場合，被介護者が通所介護や
短期入所生活介護の利用することによって家の外
に出ることで，日頃介護をおこなっている家族介
護者が一時的に休息を取るために利用している可
能性も考えられる。つまり，家族介護者のレスパ
イトとしての利用である。このように同居家族の
有無がサービス利用に大きく影響しているのでは
ないかと考察できる。 
 
５．結論 
 本稿では，介護保険サービス利用，特に在宅介
護の三本柱である訪問介護，通所介護，短期入所
生活介護に着目し，その利用の地域性について
データを用いて分析をおこなった。結論として，
訪問介護，通所介護，短期入所生活介護の在宅介
護の三本柱のサービス利用には，西日本と東日本
で地域性がみられると言える。西日本の場合，訪
問介護のサービス利用の割合が高く，東日本の場
合は，通所介護や短期入所生活介護などのサービ
ス利用の割合が高い。そして，その要因として，
サービスを提供する場が，利用者の家であるのか，
施設・機関であるのかというサービスのハード面
による要因，もう一つが同居家族の有無の要因の 
2 点が考えられる。 
 本稿では，在宅介護の三本柱である訪問介護，
通所介護，短期入所生活介護のサービス利用の現
状を中心に地域性という視点から分析をおこなっ
てきた。最後に，今後の課題として 2 点挙げた
いと思う。まず 1 点目に，本稿では，結論とし
て居宅 3 サービスの利用には，西日本と東日本
で地域性がみられるとした。そして，その要因と
して，サービスのハード面による要因，同居家族
の有無による要因を挙げた。しかし，その因果関
係について統計的に分析することは出来ていない。
その点が 1 つ目の課題となる。 2 点目に，本稿
では訪問介護，通所介護，短期入所介護の居宅 3 
サービスに絞って現状について分析をおこなって
きた。今後の課題としては，他の居宅サービスに
おいても地域性がみられるのかそのサービスの枠
組みを広げてみていくことが必要であると考える。
以上を今後の課題として本稿の結びとしたい。 
 
 
注 
（1）厚生労働省「平成25年度介護給付費実態調
査の概況」
（http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/
kyufu/13/index.html,2014.10.15） 
（2）厚生労働省「全国介護保険・高齢者保健福
祉担当課長会議資料について」
（http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000038295.h
tml，2014.10.15） 
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